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Ⅰ　はじめに
　学校健診は児童、生徒の健康管理と健全育成の一
助として重要な位置にある。新潟市の小学校では昭
和 46 年度より旧市域（平成 17 年の合併以前の旧新
潟市、現在の中央、東、西の各区）において学校医
に健診応援医も加わり集団で耳鼻咽喉科健診を行っ
てきた。
　この健診方法は一校の健診が短時間で終わり、健
診結果のばらつきが少ないという優れた点があり、
平成 20 年に新潟で開催された全国学校医大会で鳥
居が報告している。1）また昭和 46 年度から 53 年度
の 8 年間の新潟市の小学校の健診結果ついては川名
が昭和 55 年に論文として報告している。2）

　その後の昭和 54 年度から平成 20 年度までの 30
年間に関しては、著者が昨年春の日耳鼻新潟県地方
部会、秋の静岡での全国学校医大会と新潟市医師会
総会にて発表し『新潟市医師会報 第 488 号』に論
文としてまとめた。3）

　今回は視点を変えて、実際の健診に携わっている
耳鼻咽喉科医師に対して、健診についての意見や希
望をアンケート方式により調査した。
　平成 17 年の合併に際して新潟市教育委員会は、
新市域（合併で新たに新潟市となった地域、現在の
北、江南、秋葉、南、西蒲の各区）でも旧市域と同
様の全学年健診を目標としている。しかし昨年の本
会で発表したように耳鼻咽喉科医からは様々な意見
が出ているのが現状である。また以前とは疾病構造
も明らかに変わっている。そこで、健診自体の総点

検の一つとして今回のアンケート調査を行った。　
　昭和 46 年に健診方法が確立してから初となるこ
のアンケート調査が、健診結果とともに今後の健診
活動にとって少しでも有益なものになればと考えて
いる。

Ⅱ　対象と方法
　調査対象は新潟市の小学校の耳鼻咽喉科健診に関
わっている耳鼻咽喉科医師 40 名で、平成 23 年 7 月
末に調査票を送付し 38 名（新市域 11 名、旧市域
27 名）95％から回答をいただいた。
　調査の主な内容は、学校医数、健診日数、健診に
よる疲労度、現在の健診学年と今後の健診学年の希
望、教育委員会との関わり、報告書についてなどで
ある。さらに平成 23 年度の段階で学校医、健診応
援医となっている学校について今後も継続を希望す
るか、また他の学校の希望があるかも調査した。最
後に、健診に関して日ごろ感じていること、学校保
健委員会への要望なども記載していただいた。
　なお項目によっては新市域の５区と旧市域の 3 区
を分けて検討した。また各項目の合計数において、
記載のない場合や複数選択の項目もあり、必ずしも
医師数の合計とは一致していない項目もある。

Ⅲ　結果
１　学校医数、健診日数と疲労度
　まず学校医となっている校数の全体の平均は 3.2
校であったが、医師数の少ない南区の平均は 8 校、
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西蒲区が 5 校と高く、新市域だけの平均は 4.2 校で
あった。一方、医師数の多い旧市域の平均は 2.7 校
であった。なお医師一人当たりの学校医の最多は南
区医師の10校で、最小は中央区医師の0校であった。
　学校医の数については 32 名中 25 名、78.1% が
適当な数と答えていた。市域別にみると新市域の
72.7％、旧市域の85.7％が適当な数という結果であっ
た。
　次に小学校の年間健診日数をみると、新市域のほ
とんどの医師が 10 日以下で、5 日以内が半数を占め、
平均日数は 7.3 日であった。
　一方、旧市域では 10 日を超える医師が多く、特
に東区では全ての医師が 10 日を超え、その最高は
14 日であった。中央区、西区でも約半数の医師が
10 日を超えており、新市域の平均は 10.1 日であっ
た（図１）。
 

　疲労度では、影響なしが 36 名中 13 名、36.1％で、
何らかの影響があると答えた医師が全体の 63.9％で
あった。新、旧市域別に影響あり・なしをみると、
新市域では 36.4％、旧市域では 76.0％が影響ありと
いう結果であった（図 2）。
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単独を希望し、健診学年を増やす、減らすがそれぞ
れ１名であった。
　旧市域では全学年を集団で健診するが 37.0％で、
健診学年を減らして集団で健診が 52.9％、健診学年
を減らし校医単独での健診が望ましいが 10. 1％で
あった（図 3）。
 

　健診時期に関しては現在の 5 月いっぱいという意
見が 62.2％で、夏休み前までにという意見が 27.0％
あった。

３　交通手段、身分保障と校医手当
　交通手段は 7.9％がタクシーを利用していたが大
半は自家用車を使用していた。片道の所要時間は
30 分以上が 2 名の 2 校で、ほとんどは 30 分以内で
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あった。
　また旧市域の健診応援医の交通費と、身分保障に
ついては、26 名中の半数が校医と同様の対応を希
望していた。項目別にみると交通費の希望は 16 名、
61.5％で身分保障の希望が 23 名 88.5％と高率であっ
た。
　なお校医手当に関しては 38 名中 24 名、63.2％が
適当と答え、その他には比較対象が無いので分から
ないという意見があった。

４　健診の場所と健診手伝い
　健診場所については現在の体育館、保健室でよい
とする医師が 37 名中 31 名、83.8％と高率であった。
しかし中にはプライバシーの観点から体育館は一考
を要するという意見もあった。
　以前は医師が持参していた健診器具に関しては、
現在行われているように全器具を学校で用意するこ
とを全員が希望していた。
　次に健診の際の補助として、新市域では自院の職
員を帯同している医師が 3 分の 1 で、その他は学校
の児童、職員が行っていた。
　旧市域では現在全校において児童や教職員に協力
をいただいているが、頭押えは教職員にお願いした
いという意見が多くみられた。

５　学校医について
　学校医については、耳鼻咽喉科医が学校医として
引き続き必要であるとしたのは全体で38名中31名、
81.6％であった。その存在意義が薄れてきているの
ではという質問に関しては、全体の 4 分の 1 がそう
感じているという結果であった（図 4）。
 

　　また、いじめの問題、スポーツ外傷、低年齢化
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とんどが教育委員会とは直接の関わりはないという
結果であった。
　学校が開催する保健委員会については 35 名中 9
名、25.7％が参加しており、たまに参加も含めると
57.1％と過半数が委員会に参加していた。委員会の
無い学校もあり、それも含めて全く参加していな
かったのは 42.9% であった。
　今後の参加については是非参加したいという医師
はわずか 2 名、5.7％に過ぎず、参加の意向が無い
というのが 9 名、25.7％であった（図 5）。
 

　健診の前後に校長先生や養護教諭などと協議の時
間を持っているのは 35 名中 19 名、54.3％であった。
それ以外の 16 名中 15 名は時間があれば協議の時間
を有したいという考えであった。

７　児童数の推移と医院経営
　今後、新市域を中心に児童数の減少が見込まれる
ことについては、今後も特に健診においての問題は
ないと思われるという意見が 35 名中 31 名、88.6％
と多かった。またこの減少を見越した対策も特に必
要はなく、その都度適切に対応すればよいという医
師が大半であった。一歩進んで、先々全市で健診方
法を統一すべきと考えている医師は 6 名、15.8％で
あった。
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　医院経営に対する健診による影響を聞いたとこ
ろ、全く関係ないと答えたのは35名中8名22.9％で、
77.1％は何らかの影響があるとのことであった。

８　報告書
　現在、旧市域で提出されている健診報告書につい
ては、引き続き必要と答えたのは全体で 37 名中 11
名、29.7％であった。また逆に不要と答えたのは7名、
18.9％であった。
　現在は報告書を使用していない新市域では、必要、
活用するなら必要、どちらでもいい、がほぼ 3 分の
1 であった。
　一方、現在提出している旧市域では要、不要が
27 名中それぞれ 7 名、25.9％ずつであった。新市域
に比べ旧市域で不要とする声が多くみられた。

９　学校医、健診応援医の継続と辞退希望について
　旧市域の中央区では、現在学校医となっていない
医師から新たに学校医の希望があり、また他の区の
学校医となっている医師からは近くの学校の学校医
希望があった。中央区の健診応援医については、14
名中 8 名から他の区や遠方の学校の健診を辞退した
いという希望があった。
　東区では 6 名のうち新規の学校医希望が 2 名、学
校医の辞退希望が 1 名であった。健診応援医として
は辞退希望が 2 名であった。またどちらでもよいと
いう医師が 1 名で、現在の健診体制自体に疑問があ
るという意見もみられた。
　西区では学校医に関する新規、辞退の希望は無く、
遠いということで健診応援医辞退が 2 名であった。
　次に北区では、年齢的な理由から全校辞退したい
という希望があった。その他の新市域の南区、江南区、
秋葉区では新たに学校医、辞退の希望はなかった。
　最後に西蒲区では一部の学校で新潟市以外の医師
や新潟市中央区の医師が校医をしており、地元から
西蒲区の医師に学校医になってほしいとの希望が以
前より出ていた。今回、新たに 1 人の医師が開業し、
平成 24 年度より西蒲区の全ての小学校で地元医師
が学校医となった。

10　健診に関しての意見
　最後に意見として①健診について日頃感じている

こと、②学校保健委員会への希望、③学校保健研修
会の講演に関する希望、④今回のアンケート調査に
関する意見、⑤その他の意見、という 5 項目につい
てまとめてみた。
　まず①には多くの意見があり、小学校高学年の健
診意義と有所見率の高い保育園、幼稚園健診をもっ
と重視すべきとの意見が多かった（図 6）。

 さらには、もっと耳鼻咽喉科疾患について啓蒙す
べきや、現代における健診そのものの意義について
疑問ありという意見もあった。
　北区からは中央区などとはマンパワーが違うの
で、現在の重点健診を継続してほしいという意見が
あった。
　②については健診応援医の身分保障として公務労
災の適応、市民への広報活動、健診データを公表す
べき、などの意見がみられた。
　③では他科領域の講演や学校保健の歴史について
の講演希望があった。
　④の今回の調査については、質問数が多いや質問
内容不明、学校保健委員会の方向性を出した方が良
かったなどの意見があった。
　また、今までにない企画で思っていることを書か
せてもらい感謝している、健闘を祈るなどの励まし
や、結果に興味があるという意見もあった。
　⑤のその他には、選択式質問用紙中に記載された
意見も併せて記載した。旧市域では報告書に関する
意見が多くみられた。学校が開催する保健委員会が
有益な会ではなかったこと、健診における病名とし
て現在のように詳しいものが必要かという意見も
あった。
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Ⅴ　考察
　平成 17 年の市町村合併により人口 80 万の新潟市
が誕生した。その際、合併市町村の教育委員会の間
では、小学校の耳鼻咽喉科健診は、いずれ旧市域と
同様に全区で全学年、全児童健診を行うとして合意
を得たということである。
　昨年、新潟市の小学校の健診結果をまとめてみて、
健診の現状はマンパワー的にもかなり厳しいものが
あると推測され、新潟市の小学校の健診が教育員会
の合意通りの方向に進むか疑問に思われた。
　また健診の際にいろいろな意見をいただいたこと
から、健診に対する考えや不満、希望を一度きちん
とした形で調べる必要性があると思われた。上記の
2 点から今回の調査を行うこととした。忙しい中、
回答いただいた先生方に心より感謝申し上げます。
　アンケート調査の結果を解析してみてまず感じた
ことは、新市域と旧市域では健診に対する意識が全
く異なっていることである。その根底には健診方法
の違いがあると思われた。
　新市域の先生方の全員が現在の校医単独による健
診を希望しており、今後の健診対象学年も奇数学年
や 1、4 年生中心の重点健診が望ましく、現在の健
診方法が妥当と考えているという結果であった。
　一方、新市域では学校医となっている校数は少な
いものの健診応援医としての健診が多く、ほとんど
の医師で健診日数が 10 日を超えていた。
　診療に影響もあることから健診学年、健診日数を
減らしてほしいという意見が多くみられた。特に東
区、中央区の医師の負担が大きいと考えられた。
　ちなみに現在の新潟市の小学校では内科、眼科、
歯科健診は全区で全学年の健診が行われている。そ
の中で重点健診が行われているのは耳鼻咽喉科健診
の新市域のみである。
　ここで資料として新潟市の小学校の健診を行って
いる内科、小児科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科の医院
数を挙げてみる（表 2）。
　内科においては、主に内科を標榜している医院の
みを拾い上げたため推定の医院数である。
　内科健診を行う内科と小児科の合計数は耳鼻咽喉
科の 10 倍で、眼科はほぼ同数だが児童一人に要す
る健診時間は耳鼻科の 3 ～ 5 分の 1 とされている。
歯科医院も非常に多く耳鼻科の約 10 倍であった。

　医院数から見ても健診における耳鼻咽喉科医の負
担は大きいものと推察された。
　今後の耳鼻咽喉科健診を考えると、マンパワーの
絶対数が不足の新市域では、今まで同様の奇数学年
の健診は継続し、1、4 年生の学校を可能な限り奇
数学年にすることが精いっぱいと考える。
　また、厳しい条件で行っている旧市域では健診回
数が多いという感想が多い。
　全国的にみて新潟市規模の都市において全学年健
診を行っているところはほとんどなく、多くが奇数
学年か 1、4 年生の重点健診である。
　新潟市の応援医による全学年の健診方法は素晴ら
しい方式ではあるが、昨年の新潟市医師会報でも述
べたように、疾病構造も 30、40 年前とはかなり様
相が異なってきている。小学校高学年の有所見者の
ほとんどが鼻炎で、その多くが既に受診している児
童である。
　今後、現在と同様な形での全学年の健診が必要か
どうかは疑問が残るところである。健診を奇数学年
として、応援医を含めた健診回数を減らし、その分
の費用と健診医を有疾患率の高い保育園健診に充て
るのも一つの方法と思われる。
　また健診回数が減る分、学校医は健診に加え、児
童と父母、教職員に対し耳鼻咽喉科疾患の啓蒙活動
を行うことできればさらに良いのではないかと思わ
れる。
　今回のアンケート調査結果から、今後の新潟市の
健診体制については学校や教育委員会と協力、協議
しながら、より良い方向へ見直すべき時期に来てい
ると強く思われた。
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現在のように詳しいものが必要かという意見もあっ

た。 
Ⅴ 考察 
 平成 17 年の市町村合併により人口 80 万の新潟市

が誕生した。その際、合併市町村の教育委員会の間

では、小学校の耳鼻咽喉科健診は、いずれ旧市域と

同様に全区で全学年、全児童健診を行うとして合意

を得たということである。 
 昨年、新潟市の小学校の健診結果をまとめてみて、

健診の現状はマンパワー的にもかなり厳しいものが

あると推測され、新潟市の小学校の健診が教育員会

の合意通りの方向に進むか疑問に思われた。 
また健診の際にいろいろな意見をいただいたこと

から、健診に対する考えや不満、希望を一度きちん

とした形で調べる必要性があると思われた。上記の

2 点から今回の調査を行うこととした。忙しい中、

回答いただいた先生方に心より感謝申し上げます。 
 アンケート調査の結果を解析してみてまず感じた

ことは、新市域と旧市域では健診に対する意識が全

く異なっていることである。その根底には健診方法

の違いがあると思われた。 
 新市域の先生方の全員が現在の校医単独による健

診を希望しており、今後の健診対象学年も奇数学年

や 1、4 年生中心の重点健診が望ましく、現在の健診

方法が妥当と考えているとい結果であった。 
一方、新市域では学校医となっている校数は少な

いものの健診応援医としての健診が多く、ほとんど

の医師で健診日数が 10 日を超えていた。 
診療に影響もあることから健診学年、健診日数を

減らしてほしいという意見が多くみられた。特に東

区、中央区の医師の負担が大きいと考えられた。 
ちなみに現在の新潟市の小学校では内科、眼科、

歯科健診は全区で全学年の健診が行われている。そ

の中で重点健診が行われているのは耳鼻咽喉科健診

の新市域のみである。 
ここで資料として新潟市の小学校の健診を行って

いる内科、小児科、眼科、耳鼻咽喉科、歯科の医院

数を挙げてみる（表 2）。 
内科においては、主に内科を標榜している医院の

みを拾い上げたため推定の医院数である。 

科 校医数 校数 平均 健診方法 開業医

内科健診 内科 52 60 1.2 一人で全員
複数日

258

小児科 35 44 1.3 600人以上で
応援医1人1日

67

眼科健診 眼科 43 112 2.4 一人で全員
1クラス5分

43

歯科健診 歯科 111 112 1 複数医師
1人130人

493

耳鼻科健診 耳鼻科 37 112 3 37

表２．健診内容の比較

 
内科健診を行う内科と小児科の合計数は耳鼻咽喉

科の 10 倍で、眼科はほぼ同数だが児童一人に要する

健診時間は耳鼻科の 3～5 分の 1 とされている。歯科

医院も非常に多く耳鼻科の約 10 倍であった。 
医院数から見ても健診における耳鼻咽喉科医の負

担は大きいものと推察された。 
今後の耳鼻咽喉科健診を考えると、マンパワーの

絶対数が不足の新市域では、今まで同様の奇数学年

の健診は継続し、1、4 年生の学校を可能な限り奇数

学年にすることが精いっぱいと考える。 
また、厳しい条件で行っている旧市域では健診回

数が多いという感想が多い。 
全国的にみて新潟市規模の都市において全学年健

診を行っているところはほとんどなく、多くが奇数

学年か 1、4 年生の重点健診である。 
新潟市の応援医による全学年の健診方法は素晴ら

しい方式ではあるが、昨年の医師会報の論文の考察

でも述べたように、疾病構造も 30、40 年前とはか

なり様相が異なってきている。小学校高学年の有所

見者のほとんどが鼻炎で、その多くが既に受診して

いる児童である。 
今後、現在と同様な形での全学年の健診が必要か

どうかは疑問が残るところである。健診を奇数学年

として、応援医を含めた健診回数を減らし、その分

の費用と健診医を有疾患率の高い保育園健診に充て

るのも一つの方法と思われる。 
また健診回数が減る分、学校医は健診に加え、児

童と父母、教職員に対し耳鼻咽喉科疾患の啓蒙活動

を行うことできればさらに良いのではないかと思わ

れる。 
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